
ダイソー株式会社（４０４６） 平成２０年３月期 中間決算短信 

 - 1 -

 

 

 
平成２０年３月期       中間決算短信      平成１９年１１月１５日 
 
上 場 会 社 名   ダイソー株式会社              上場取引所     大・東 
コ ー ド 番 号   ４０４６                  本社所在都道府県  大阪府       
（ＵＲＬ http://www.daiso.co.jp/）                
代  表  者  役職名 代表取締役社長        氏名 佐藤 存 
問合せ先責任者  役職名 常務取締役管理本部長     氏名 今里 嘉彦     ＴＥＬ（06）6110-1560 
半期報告書提出予定日 平成１９年１２月２０日            配当支払開始予定日 平成１９年１２月１０日 
 

（百万円未満切捨て） 

１．１９年９月中間期の連結業績（平成１９年４月１日～平成１９年９月３０日） 
（１）連結経営成績                                         （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 中間（当期）純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 37,737 7.8 2,069 24.8 2,170 28.1 1,184 30.3 

18年９月中間期 34,996 9.0 1,658 15.6 1,694 14.1 909 19.0 

19年３月期 72,398 ― 3,610 ― 3,735 ― 1,974 ― 
 
 １ 株 当 た り中間

（当 期） 純 利 益 
潜 在 株 式 調 整 後１株当たり

中間（当期）純利益 

 円 銭 円 銭

19年９月中間期 10 87 10 52 

18年９月中間期  8 40  8 37 

19年３月期 18 23 18 10 

（参考）持分法投資損益   19年9月中間期 １百万円   18年9月中間期 ０百万円   19年3月期 ２百万円  

（２）連結財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19年９月中間期 73,762 33,774 45.8 308 75 

18年９月中間期 66,543 32,653 49.1 301 39 

19年３月期 68,618 33,623 49.0 310 03 

（参考） 自己資本  19年9月中間期 33,756百万円  18年9月中間期 32,651百万円 19年3月期 33,615百万円 

 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期   末   残   高

 百万円 百万円 百万円 百万円

19年９月中間期 1,163 △ 3,481 3,930 5,192 
18年９月中間期 403 △ 1,564 1,495 4,764 

19年３月期 2,801 △ 5,316  1,610 3,557 

２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間

 円 銭 円 銭 円 銭

19年3月期  3 00  3 00  6 00 

20年3月期  3 00 ― 

20年3月期（予想） ―  3 00 
 6 00 

 
３．２０年３月期の連結業績予想（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日） 

（％表示は対前期増減率） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 78,000 7.7 4,400 21.9 4,500 20.5 2,400 21.6 21 95 



ダイソー株式会社（４０４６） 平成２０年３月期 中間決算短信 

 - 2 -

 
４．その他 
（１）期中における重要な子会社の異動   無 
       
（２）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間財務諸表作成のための基本 

となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
  ① 会計基準等の改正に伴う変更    有 
  ② ①以外の変更           無 
 （注）詳細は、16ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 
  ①期末発行済株式数（自己株式を含む） 

19年９月中間期 110,089,160株  18年９月中間期 109,049,486株  19年3月期 109,153,810株 
  ②期末自己株式数 
   19年９月中間期   756,384株  18年９月中間期   713,496株  19年3月期   727,243株   
 （注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、23ページ「１株当たり 

情報」をご覧ください。 
 
（参考）個別業績の概要 

１．１９年９月期の個別業績（平成１９年４月１日～平成１９年９月３０日） 

（１）個別経営成績                                                     （％表示は対前年中間期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 中間（当期）純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 26,113  6.3 1,848 29.5 1,969 30.0 1,075 33.4 

18年９月中間期 24,562 15.0 1,427 13.7 1,515 13.8 806 22.2 

19年３月期 50,624 ― 3,144 ― 3,314 ― 1,763 ― 
 
 １ 株 当 た り中間

（当 期） 純 利 益 

 円 銭 

19年９月中間期 9 86 

18年９月中間期 7 45 

19年３月期 16 29 

 

（２）個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％   円 銭

19年９月中間期 69,044 33,097 47.9 302 55 

18年９月中間期 60,735 32,131 52.9 296 57 

19年３月期 62,755 32,992 52.6 304 20 

（参考） 自己資本 19年9月中間期 33,079百万円 18年9月中間期 32,129百万円 19年3月期 32,983百万円 

 
２．２０年３月期の個別業績予想（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日） 

（％表示は対前期増減率） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 53,500   5.7  3,850 22.5 4,000 20.7 2,150 22.0 19 66 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項  

  本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断す

る一定の前提に基づいており、実際の業績は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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１．経営成績 
（１）経営成績に関する分析 

［当中間期の経営成績］ 

当中間期のわが国経済は、堅調な企業業績を背景に、設備投資が引続き増加基調で推移するとともに、雇用

環境も改善され個人消費も堅調に推移するなど、景気は緩やかに拡大を続けてまいりました。 

化学業界におきましては、原油価格が高騰いたしましたが、中国などアジアを中心とした海外の需要拡大が

続くとともに、国内においても堅調に推移しました。 

このような情勢のもと、当社グループは、より一層存在感のある企業グループを目指して、昨年度よりスタ

ートした中期経営計画「ＡＤＶＡＮＣＥ－０８」の２年目を迎え、基本戦略である「コア事業の強化」「事業

領域の拡大」「積極的な海外展開」に引き続き注力してまいりました。 

基礎化学品では、引き続いてコストダウン投資を積極的に推進するとともに、旺盛な需要に対応するためエ

ピクロルヒドリンの製造設備を増強し、さらにアリルクロライド製造設備を増強いたしました。 

機能化学品では、医薬中間体事業を強化するために、医薬中間体設備を新設するとともに、電極事業におい

ては酸化イリジウム電極の設備を増強いたしました。さらに、アリルエーテル類、エピクロルヒドリンゴム、

ダップ樹脂、省エネタイヤ用改質剤、光学活性体などの高付加価値製品については、海外を中心に新市場の開

拓と新規用途の開発など積極的な事業活動を展開するとともに、ダップ樹脂、省エネタイヤ用改質剤、アリル

エーテル類の製造設備の増強に着手しております。 

住宅設備ほかでは、環境関連分野に注力し、使用済み蛍光管のリサイクル事業を行っています株式会社ジェ

イ・エム・アールを連結子会社とし、顧客拡大に努めてまいりました。 

また、経営基盤の強化のため、本年４月から基幹業務システムを稼働させ、経営環境の変化に迅速に対応で

きる体制を構築いたしました。 

高収益体質への転換を目指し、事業構造の改革を実施してまいりました結果、当中間期の連結売上高は、３

７７億３千７百万円と前年同期比７．８％の増加となりました。連結経常利益も２１億７千万円と前年同期比

２８．１％増加するとともに、連結中間純利益につきましても１１億８千４百万円と前年同期比３０．３％の

増加となりました。 
 

（基礎化学品） 
かせいソーダは、販売数量が減少しましたが、昨年度に実施しました価格是正の効果もあり、売上高は増加
しました。 
塩化物は、販売数量面では、次亜塩素酸ソーダは増加しましたが、液化塩素、塩酸は減少しました。一方、
価格面では、次亜塩素酸ソーダおよび塩素酸ソーダについて、原材料価格の高騰を受けて製品価格の是正を実
施しましたので、売上高は増加しました。 
エピクロルヒドリンは、主力需要先である国内エポキシ樹脂ユーザー向けの販売数量が順調に推移しました
ので、売上高は増加しました。 
以上の結果、基礎化学品の売上高は、１９７億９千８百万円と前年同期比５．５％の増加となりました。 

 
（機能化学品） 
アリルエーテル類は、欧米および中国市場への輸出がシランカップリング剤用途を中心に好調に推移しまし
たので、売上高は増加しました。 
エピクロルヒドリンゴムは、自動車用途では、国内と米国、アジアへの輸出が増加しました。また、事務機
器用途向けも国内では概ね横這いでしたが、アジア地域で新規グレードを活用し拡販しましたので、販売数量
は増加しました。また、原材料のコストアップにより価格改定を実施したことと為替が円安で推移しましたの
で、売上高は増加しました。 
省エネタイヤ用改質剤は、国内でのタイヤ向け需要増加に伴い販売数量が増加し、海外の日系メーカーへも
拡販した結果、売上高は増加しました。 
ダップ樹脂は、国内はＵＶインキ用途が好調に推移し、輸出もホットスタンプ用途が中国、韓国向け、ＵＶ
インキ用途が中国、米国向けに好調に推移しましたので、売上高は増加しました。ダップモノマーは海外メー
カーとの競合により、販売数量が減少しましたので、売上高は微増にとどまりました。 
酸化イリジウム電極は、鋼板めっき向け、クロール・アルカリ向けを中心に各製品とも順調に推移しました
ので、売上高は増加しました。 
液体クロマトグラフィー用シリカゲルは、海外の医薬品精製用途向けの販売が低調に推移するとともに、米
国のカラムメーカー向け原料シリカゲルの売上も落ち込みましたので、売上高は減少しました。 
光学活性体は、上市済の医薬品向けおよび開発中の動物薬、医薬中間体の販売が順調に推移しましたので、
売上高は増加しました。 
以上の結果、機能化学品の売上高は、１３４億２千４百万円と前年同期比１９．４％の増加となりました。 

 
（住宅設備ほか） 
化粧板等のダップ加工材は、不燃化粧板、収納扉の需要不振および新規受注品の立ち上がりの遅れにより、
売上高は減少しました。 
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エンジニアリング部門におきましては、国内企業の設備投資が引き続き好調に推移しましたので、売上高は
増加しました。 
以上の結果、住宅設備ほかの売上高は、４５億１千４百万円と前年同期比９．５％の減少となりました。 
 
［当期の見通し］ 
今後の見通しにつきましては、国内景気は引き続き堅調に推移するものと期待されますが、米国景気の減速
が懸念されることや金利上昇や為替の動向など不透明な企業環境も予想されます。 
化学業界におきましても、中国における積極的な設備投資による需給バランスの悪化、原燃料価格の上昇に
よる収益の低下が予想されるなど、一層厳しさが増してくるものと思われます。 
このような企業環境のもとで、当社グループでは、経済のグローバル化が進展するなかで、当社の得意分野
に経営資源を集中しコア技術の強化を行い、「強い競争力を持った製品群の構築」を目指し事業展開を図って
まいります。 
また、当社グループは、企業の社会的責任を重視し日々の事業活動において法令遵守に積極的に取り組み、
内部統制システムを強化しコンプライアンス体制の一層の充実を図り、社会に信頼される企業グループを目指
してまいります。 
環境・安全と製品の品質の確保につきましても、レスポンシブル・ケア活動とＩＳＯ活動を中心に万全を期
すとともに、環境負荷低減のために省資源・省エネルギー活動に積極的に取り組み、代替エネルギーを推進す
るなど、地球環境と調和した企業の発展を図ってまいります。 
なお、通期では、当初見通しを上方修正し、売上高７８０億円、営業利益４４億円、経常利益４５億円、当
期純利益は２４億円を見込んでおります。 

 

（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

(イ)資産 

     流動資産は、前連結会計年度末に比べて、８．６％増加し３８３億６千７百万円となりました。これ

は主として受取手形及び売掛金が１１億８千２百万円増加したことによります。 

     固定資産は、前連結会計年度末に比べて、６．３％増加し３５３億９千５百万円となりました。 

    この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、７．５％増加し７３７億６千２百万円となりました。 

(ロ)負債 

  流動負債は、前連結会計年度末に比べて、１９．３％増加し２９４億１千万円となりました。これは、

主として短期借入金が２８億円増加したことによります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて、２．２％増加し１０５億７千７百万円となりました。 

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、１４．３％増加し３９９億８千８百万円とな

りました。 

(ハ)純資産 

     純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、０．４％増加し３３７億７千４百万円となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当中間期における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて、１６億３千５百万円増加し５１億

９千２百万円となりました。 

当中間期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

（イ） 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間と比較して７億６千万円増

加し、１１億６千３百万円となりました。当中間期においては、税金等調整前当期純利益は１９億８

千２百万円、減価償却費は１３億４千３百万円となり、一方、売上債権の増加は１１億７千万円、法

人税等の支払額は７億６千６百万円となりました。 

 

（ロ） 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動に使用されたキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間と比較して１９億１千７百万円

増加し、３４億８千１百万円となりました。これは主に、投資有価証券の取得による支出１８億５千

万円、有形固定資産の取得による支出１４億９千２百万円によるものです。 

 

（ハ） 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によって得られたキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間と比較して２４億３千５百

万円増加し、３９億３千万円の収入となりました。これは、主に短期借入れによる収入４９億８千万

円、長期借入れによる収入３９億４千万円によるものです。 
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成17年９月期 平成18年３月期 平成18年９月期 平成19年３月期 平成19年９月期

自己資本比率（％） 49.9 52.0 49.1 49.0 45.8

時価ベースの自己資本比率（％） 82.3 81.4 58.0 64.0 65.8

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％） ― 312.6 ― 360.4 ―

インタレスト・ガバレッジ・レシオ（倍） 20.4 32.5 10.7 33.9 22.6

 

自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー（中間期は記載していません） 

 インタレスト・ガバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

（注４）有利子負債は連結財務諸表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし 

   ています。  
 
（３）利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

   当社グループは、株主の皆さまに対する利益配分を重要な責務と考えており、配当につきましては、各

期の業績と今後の事業展開に備えるための内部留保を勘案し決定することを基本としております。また、

安定性についても重要であると考えています。 

   このような基本方針に基づき、当期の中間配当金につきましては、１株につき３円とさせていただく予

定であります。 

 

（４）事業等のリスク 

当社グループは、事業等のリスクに関し、組織的・体系的に対処することとしておりますが、現在、当

社グループの経営成績および財務状況等に及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり、投資

家の判断に影響を及ぼす可能性がある事項と考えております。 

なお、ここに記載した事項は、当中間期末において、当社グループが判断した主要なものであり、これ

らに限られるものではありません。 

 

①競合・市況変動等にかかるもの 

当社グループは市況製品を展開しており、景気、他社との競合にともなう市場価格の変動、また、為

替、金利といった相場の変動により事業業績が大きく左右される可能性があります。特に、景気や他社

との競合という観点からは、当社グループの基礎化学品事業のうち、クロール・アルカリ製品やエピク

ロルヒドリンは、販売価格および原材料調達価格に関し変動を受けやすい構造となっており、他社によ

る大型プラントの建設等により需給が緩和した場合には、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性

があります。 

②原材料の調達にかかるもの 

当社グループは、原材料の複数調達先の確保などで、安定的な原材料の調達に努めておりますが、原

料メーカーの事故による供給中断、品質不良や倒産による供給停止などの影響で、当社の生産活動に停

止をきたし、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

③製品の品質にかかるもの 

当社は、事業活動全般における品質保証を確保する体制を敷いており、製造物責任賠償については保

険に加入していますが、製品の欠陥により、当社グループの業績、財務状況、社会的評価等に悪影響を

及ぼす可能性があります。 

④海外等の事業展開にかかるもの 

当社グループは、アジア、欧州、北米などで販売活動を行っておりますが、海外での事業活動には、

予期し得ない法律や規制の変更、政治・経済情勢の悪化、テロ・戦争等による社会的混乱等のリスクが

あります。そのため、これらの事象が発生した場合は、当社グループの経営成績及び財務状況等に悪影

響を及ぼす可能性があります。 

⑤知的財産の保護にかかるもの 

    当社グループの事業展開にとって知的財産の保護は極めて重要であり、知的財産保護のための体制を

整備しその対策を実施しております。しかし、他社との間に知的財産を巡り紛争が生じたり、他社から

知的財産保護の侵害を受けたりした場合は、事業活動に支障が生じ、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 
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⑥訴訟にかかるもの 

現在係争中の訴訟事件はありませんが、将来において、当社グループの事業活動に関連して、取引先

や第三者との間で重要な訴訟が提起された場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑦自然災害、事故災害にかかるもの 

    当社グループでは、安全・安定操業の徹底を図り、すべての製造設備について定期的な点検を実施し

ております。しかしながら、万一大きな自然災害や、製造設備等で事故が発生した場合には、生産活動

の中断あるいは製造設備の損壊等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑧環境にかかるもの 

当社グループでは、化学物質の開発から製造、流通、使用を経て廃棄に至る全ライフサイクルにおけ

る「環境・安全・健康」を確保することを目的としたレスポンシブル・ケア活動を推進しております。

しかしながら、周囲の環境に影響を及ぼすような事象が発生した場合には、補償などを含む対策費用、

生産活動の停止による機会損失などにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 ２．企業集団の状況 
当社の企業集団は、当社、連結子会社３社、非連結子会社５社および関連会社１社で構成されています。

当社グループが営んでいる主な事業内容と、グループを構成する各会社の位置づけ、および事業の種類別セ

グメントとの関連は、次のとおりです。 

 

（基礎化学品） 

  主な製品として、かせいソーダ、塩酸、液化塩素、塩素ガス、次亜塩素酸ソーダ、亜塩素酸ソーダ、

塩素酸ソーダ、かせいカリ、水素ガス、エピクロルヒドリン、アリルクロライド、ジクロロプロペン等

の製造・販売を行っています。 

  当社が製造・販売するほか、連結子会社であるダイソーケミカル㈱をとおして販売するとともに、当

社の原料の一部を同社より購入しています。ダイソーケミカル㈱は、塗料原料、接着剤原料等の販売を

行っています。また、持分法適用関連会社である岡山化成㈱は、かせいソーダ、塩素ガス、次亜塩素酸

ソーダ、水素ガスを製造しており、当社は製品および原料の一部を同社より購入しています。 

 

（機能化学品） 

  主な製品として、アリルエーテル類、エピクロルヒドリンゴム、ダップ樹脂、省エネタイヤ用改質剤、

液体クロマトグラフィー用シリカゲル、光学活性体、医薬中間体、酸化イリジウム電極、レンズ材料等

の製造・販売を行っています。 

  当社が製造・販売するほか、製品の一部をダイソーケミカル㈱、連結子会社であるダイソーエンジニ

アリング㈱をとおして販売しています。また、ダイソーケミカル㈱は、感光性樹脂等の販売を行ってい

ます。 

 

（住宅設備ほか） 

  主な製品として、ダップ加工材、住宅関連製品等の製造・購入・販売を行っています。 

  ダイソーエンジニアリング㈱は、各種化学プラント、環境保全設備等の建設業務を行うほか、当社設

備の建設および保全を行っています。また、当社は同社の資材購入事務を代行しています。㈱ジェイ・

エム・アールは、使用済み蛍光管の処理およびリサイクル事業を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ダイソー株式会社（４０４６） 平成２０年３月期 中間決算短信 

 - 7 -

事業の系統図は、次のとおりです。 

 

 

 
なお、株式会社ジェイ･エム･アールについては、重要性が増したため、当中間連結会計期間から連結の範囲

に含めています。 

 
 
３．経営方針 
（１）会社の経営の基本方針 

わが国の化学産業は、欧米およびアジア諸国の化学会社の積極的な事業活動により厳しい国際競争にさ

らされ、事業の再構築や絞り込み等、生き残りをかけた変革を迫られています。 

このような状況下で当社グループは、 

①化学を中心とする事業を通じてより豊かな社会の実現に貢献します 

②世界に信頼される技術と製品を創造します 

③情熱と誠意をもって行動します 

の企業理念に基づき、存在感のある化学会社として確固たる基盤を築くため、コア事業の一層の強化を図

るとともに、新規事業へ積極的に経営資源を投入し高付加価値型化学会社への転換を目指してまいります。 

また、安全性の確保については、万全を期すとともに、省資源、省エネルギー活動に積極的に取組み、

地球環境負荷への低減を図ってまいります。 

 
（２）目標とする経営指標 

当社グループは、平成１８年度を初年度とする３か年の中期経営計画『ＡＤＶＡＮＣＥ－０８』を実行中

であり、平成２０年度の経営指標として、「売上高８５０億円、経常利益４５億円」の達成を掲げておりま

す。 

最終年度の目標である経常利益４５億円については、基本戦略である「コア事業の強化」「事業領域の拡

大」「積極的な海外展開」に注力してまいりましたので、１年前倒しで達成できる見通しであり、現在、次

期中期経営計画を策定中であります。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

中期経営計画『ＡＤＶＡＮＣＥ－０８』では、「コア事業の強化」「事業領域の拡大」と「積極的な海外

展開」をメインテーマとして、挑戦的な企業風土を構築するために、次に掲げる「企業体質の強化」、「経

営基盤の拡充」、「アライアンスの活用」を三つの柱とし、「企業価値の向上」を図り、勝ち組企業を目指
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してまいります。 

①企業体質の強化 

企業体質の強化では、コア事業の競争力強化により、市場での地位を強固にし、次世代コア事業では、設

備を増強し事業の拡大を目指します。また、低収益事業では、収益体質の改善を図り、新規事業では、市場

密着型の研究開発を強化し、早期上市を目指します。また、代替エネルギーの導入にも積極的に取組んでま

いります。 

②経営基盤の強化 

経営基盤の強化では、設備投資を積極的に実施し、投資額は、前中期経営計画に比べ２．６倍となる 

２００億円を予定しており、特にコア事業・次世代コア事業には１６０億円を予定しています。また引き続

きコストダウンにも積極的に取組み２７億円の投資を予定しております。一方では、海外売上高も、日米欧

中の四極体制の定着により倍増を目指してまいります。 

また、本年４月よりＥＲＰを導し、経営効率の向上を図るとともに、グループ経営を強化しており、さら

には、組織・人材の活性化を図るとともに、新会計制度の導入等により工場管理体制の見直しを実施してお

ります。 

③アライアンスの活用 

アライアンスの活用では、Ｍ＆Ａ等の実施により、事業領域の拡大を目指すとともに、外部資源も積極的

に活用してまいります。 

 

（４）会社の対処すべき課題 

中期経営計画『ＡＤＶＡＮＣＥ－０８』の基本方針に沿って、各事業ごとに以下の課題に取組んでまいりま

す。 

①コア事業の競争力強化 

積極的な設備投資により生産能力の拡充を図るとともに、代替エネルギーを含むコストダウンを実施し市

場での地位をより強固なものとしてまいります。 

②次世代コア事業の育成 

海外拠点の設置によりマーケティング機能を強化するとともに、研究開発および設備の増強を推進し、事

業拡大を目指してまいります。また、アライアンスも視野に入れ、新たなコア事業の育成を図ってまいりま

す。 

③低収益事業の再構築 

用途展開を広げ、高付加価値化を行うとともに、アライアンスも視野に入れ、収益体質の改善を図ってま

いります。 

④新規事業・新製品の創出 

将来の成長市場を見据え、市場密着型の研究開発を強化するとともに、アライアンスも活用しスピードア

ップを図ってまいります。 
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４．中間連結財務諸表等 
 （１）中間連結貸借対照表 
                                                  

前中間連結会計期間末 

(平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間末

(平成19年9月30日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成19年3月31日） 
科     目 

金   額 構成比 金   額 構成比

比較 

増減 

金   額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

流  動  資  産 ３５，６０３ 53.5 ３８，３６７ 52.0 ２，７６４ ３５，３２６ 51.5

現 金 及 び 預 金 ３，９６４  ５，１９２  １，２２８ ３，８５７

受取手形及び売掛金 ２２，６２７  ２４，３１０  １，６８３ ２３，１２８

有   価   証   券 １，０９９  ２９９  △ ８００ －

た  な  卸  資  産 ６，２５７  ７，１３５  ８７８ ６，５１３

繰 延 税 金 資 産 １，１３０  １，０５６  △  ７４ １，１６８

そ     の     他 ５３４  ３８４  △ １５０ ６６９

貸  倒  引  当  金 △   １１  △   １１  △     ０ △  １１

固  定  資  産 ３０，９４０ 46.5 ３５，３９５ 48.0 ４，４５５ ３３，２９２ 48.5

(有形固定資産) １５，５４７ 23.4 １８，７０８ 25.4 ３，１６１ １６，８３９ 24.5

  建 物 及 び 構 築 物 ３，９８１  ５，６８４  １，７０３ ４，７１９

  機械装置及び運搬具 ７，８９９  ８，３３４  ４３５ ７，７０１

  そ     の     他 ３，６６７  ４，６８９  １，０２２ ４，４１８

(無形固定資産) １，２０８ 1.8 １，１７９ 1.6 △   ２９ １，２４２ 1.8

   の れ ん ４２６  ３５９  △   ６７ ３９２

   そ の 他 ７８２  ８１９  ３７ ８４９

(投資その他の資産) １４，１８４ 21.3 １５，５０７ 21.0 １，３２３ １５，２０９ 22.2

  投 資 有 価 証 券 １２，９１６  １４，３７２  １，４５６ １４，０５４

  繰 延 税 金 資 産 ５５  ５２  △     ３ ４５

  そ     の     他 １，２１３  １，０８４  △ １２９ １，１１０

  貸  倒  引  当  金 △   １  △      １  － △   １

資   産   合   計 ６６，５４３ 100.0 ７３，７６２ 100.0 ７，２１９ ６８，６１８ 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年9月30日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成19年3月31日） 
科     目 

金   額 構成比 金   額 構成比

比較 

増減 

金   額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

流  動  負  債 ２４，０３８ 36.1 ２９，４１０ 39.9 ５，３７２ ２４，６４５ 35.9

支払手形及び買掛金 １４，１３６  １５，２５４  １，１１８ １５，０４３

短  期  借  入  金 １，９８０  ４，７８０  ２，８００ １，９８０

一 年 以 内 返 済 予 定 の 

長 期 借 入 金 
９１０  １，４１０  ５００ １，０１５

一 年 以 内 償 還 予 定 の 

社 債 
１，０００  －  △１,０００ １，０００

一 年 以 内 償 還 予 定 の 

新 株 予 約 権 付 社 債 －  ９０４  ９０４ －

未 払 法 人 税 等 ８１４  ６８０  △ １３４ ８６７

そ     の     他 ５，１９７  ６，３８０  １，１８３ ４，７３９

固  定  負  債 ９，８５２ 14.8 １０，５７７ 14.3 ７２５ １０，３４９ 15.1

社       債 １，５００  １，５００  － １，５００

新株予約権付社債 １，１８７  －  △１,１８７ １，１７０

長  期  借  入  金 ２，４６５ ４，８５０ ２，３８５ ２，７９０

繰 延 税 金 負 債 １，８４９  １，４１３  △ ４３６ １，９９２

退 職 給 付 引 当 金 ２，４０７  ２，３７７  △   ３０ ２，４００

役員退職慰労引当金 ４４３  ４３６  △     ７ ４９６

負  債  合  計 ３３，８９０ 50.9 ３９，９８８ 54.2 ６，０９８ ３４，９９４ 51.0

株 主 資 本 ２８，５３１ 42.9 ３０，３７４ 41.2 １，８４３ ２９，２９７ 42.7

資 本 金 １０，４７３ 15.7 １０，６２８ 14.4 １５５ １０，４８８ 15.3

資 本 剰 余 金 ８，９８５ 13.5 ９，１４０ 12.4 １５５ ９，０００ 13.1

利 益 剰 余 金 ９，２２９ 13.9 １０，７７８ 14.6 １，５４９ ９，９６８ 14.5

自  己  株  式 △   １５６ △0.2 △    １７３ △0.2 △   １６ △  １６１ △0.2

評価・換算差額等 ４，１１９ 6.2 ３，３８１ 4.6 △ ７３８ ４，３１７ 6.3

その他有価証券評価差額金 ４，１１９  ３，３８１  △ ７３８ ４，３１７

新株予約権 ２ 0.0 １８ 0.0 １６ ８ 0.0

純 資 産 合 計 ３２，６５３ 49.1 ３３，７７４ 45.8 １，１２１ ３３，６２３ 49.0

負債純資産合計 ６６，５４３ 100.0 ７３，７６２ 100.0 ７，２１９ ６８，６１８ 100.0
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（２）中間連結損益計算書 

 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成19年4月 1日

至 平成19年9月30日)

前連結会計年度の 

要約損益計算書 

(自 平成18年4月 1日 

至 平成19年3月31日)

科     目 

金    額 百分比 金    額 百分比

比較 

増減 

金    額 百分比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

売 上 高 ３４，９９６ 100.0 ３７，７３７ 100.0 ２，７４１ ７２，３９８ 100.0

売 上 原 価 ２８，４７６ 81.4 ３０，６８５ 81.3 ２，２０９ ５８，５５６ 80.9

売 上 総 利 益 ６，５２０ 18.6 ７，０５１ 18.7 ５３１ １３，８４１ 19.1

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ４，８６１ 13.9 ４，９８２ 13.2 １２１ １０，２３０ 14.1

営 業 利 益 １，６５８ 4.7 ２，０６９ 5.5 ４１１ ３，６１０ 5.0

営 業 外 収 益 １６３ 0.5 ２１１ 0.6 ４８ ３２１ 0.5

( 受 取利息・配当金 ) (   ９６)  (  １２５)  ２９ (  １５５)  
(その他の営業外収益)  (   ６７)  (    ８６)  １９ (  １６５)  

営 業 外 費 用 １２８ 0.4 １１０ 0.3 △   １８ １９６ 0.3

( 支   払   利   息 ) (   ３６)  (    ６３)  ２７ (   ８４)  
(その他の営業外費用)  (   ９１)  (    ４７)  △   ４４ (  １１２)  

経 常 利 益 １，６９４ 4.8 ２，１７０ 5.8 ４７６ ３，７３５ 5.2

特 別 利 益 ２ 0.0 － － △     ２ ２ 0.0

(貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ) (    ２)  (      －)  △     ２ (    ２)  
特   別   損   失 ２４４ 0.7 １８８ 0.5 △   ５６ ５７６ 0.8

( 固 定 資 産 除 却 損 ) (  １９０)  (  １８８)  △     ２ (  ４２１)  
( 投 資 有 価 証 券 評 価 損 ) (   ５３)  (      －)  △   ５３ (   ５３)  
( 本 社 移 転 費 用 ) (    －)  (      －)  － (  １０１)  
税金等調整前中間(当期)純利益 １，４５２ 4.1 １，９８２ 5.3 ５３０ ３，１６１ 4.4

法人税、住民税及び事業税 ７１１ 2.0 ６１９ 1.7 △   ９２ １，３７９ 1.9

法 人 税 等 調 整 額 △   １６８ △0.5 １７７ 0.5 ３４５ △  １９１ △0.2

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ９０９ 2.6 １，１８４ 3.1 ２７５ １，９７４ 2.7
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 （３）中間連結株主資本等変動計算書 

 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）           （単位：百万円） 

株主資本 項目 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高 10,435 8,947 8,745 △    151 27,976

中間連結会計期間中の変動額  

新株の発行 37 37  75

利益処分による剰余金の配当 △   378  △    378

利益処分による役員賞与 △    48  △     48

中間純利益 909  909

自己株式の取得 △    4 △    4

自己株式の処分 0 0 0

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
 

中間連結会計期間中の変動額合計 37 37 483 △    4 554

平成18年9月30日残高 10,473 8,985 9,229 △   156 28,531
 

評価・換算差額等 
項目 

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
新株予約権 純資産合計 

平成18年3月31日残高 5,025 5,025 ― 33,001

中間連結会計期間中の変動額  

新株の発行  75

利益処分による剰余金の配当  △   378

利益処分による役員賞与  △    48

中間純利益  909

自己株式の取得  △    4

自己株式の処分  0

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
△   905 △   905 2 △   902

中間連結会計期間中の変動額合計 △   905 △   905 2 △   348

平成18年9月30日残高 4,119 4,119 2 32,653

 



ダイソー株式会社（４０４６） 平成２０年３月期 中間決算短信 

 - 13 -

 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）           （単位：百万円） 

株主資本 項目 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年3月31日残高 10,488 9,000 9,968 △    161 29,297

中間連結会計期間中の変動額  

新株の発行 139 139  279

剰余金の配当 △     325  △    325

中間純利益 1,184  1,184

自己株式の取得 △     12 △     12

自己株式の処分 0 0 0

連結子会社の増加 △   50  △     50

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
 

中間連結会計期間中の変動額合計 139 139 809 △     12 1,076

平成19年9月30日残高 10,628 9,140 10,778 △    173 30,374

 

評価・換算差額等 
項目 

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
新株予約権 純資産合計 

平成19年3月31日残高 4,317 4,317 8 33,623

中間連結会計期間中の変動額  

新株の発行  279

剰余金の配当  △     325

中間純利益  1,184

自己株式の取得  △      12

自己株式の処分  0

連結子会社の増加  △      50

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
△       935 △     935 9 △     926

中間連結会計期間中の変動額合計 △       935 △     935 9 150

平成19年9月30日残高 3,381 3,381 18 33,774
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前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）               （単位：百万円） 

株主資本 項目 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高 10,435 8,947 8,745 △    151 27,976

連結会計年度中の変動額  

新株の発行 53 53  106

利益処分による剰余金の配当 △    378  △    378

剰余金の配当 △    325  △    325

利益処分による役員賞与 △     48  △     48

当期純利益 1,974  1,974

自己株式の取得 △      9 △      9

自己株式の処分 0 0 1

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額） 

 
－

連結会計年度中の変動額合計 53 53 1,222 △      9 1,320

平成19年3月31日残高 10,488 9,000 9,968 △    161 29,297

 

評価・換算差額等 
項目 

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
新株予約権 純資産合計 

平成18年3月31日残高 5,025 5,025 － 33,001

連結会計年度中の変動額 

新株の発行 106

利益処分による剰余金の配当 △    378

剰余金の配当 △    325

利益処分による役員賞与 △     48

当期純利益 1,974

自己株式の取得 △      9

自己株式の処分 1

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額） 
△    707 △    707 8 △    698

連結会計年度中の変動額合計 △    707 △    707 8 622

平成19年3月31日残高 4,317 4,317 8 33,623
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位:百万円） 

 ( 
前中間連結会計期間 

自 平成18年4月 1日 

至 平成18年9月30日 )(
当中間連結会計期間 

自 平成19年4月 1日 

至 平成19年9月30日 )( 
前連結会計年度 

平成18年4月 1日から

平成19年3月31日まで )
Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロ－       

  税金等調整前中間(当期)純利益  １，４５２ １，９８２   ３，１６１

  減価償却費  １，０７９ １，３４３   ２，２７６

  貸倒引当金の増減額  △     １ ０   △     １

  未払賞与の増減額  △     ９ △   １００   ７８

  退職給付引当金の減少額  △     ７ △    ２３   △    １３

  役員賞与引当金の増減額  ２４ ―   ―

  役員退職慰労引当金の増減額  ３ △    ５９   ５６

  受取利息及び受取配当金  △    ９６ △   １２５   △   １５５

  支払利息  ３６ ６３   ８４

  為替差損益  ３ △    ２０   △    ２８

のれん償却額  ３３ ３３   ６６

持分法による投資利益  △     ０ △     １   △     ２

  有価証券・投資有価証券評価損  ５３ ―   ５３

  固定資産除却損  ７５ ６１   １８３

  売上債権の増加額  △ ２，３８３ △ １，１７０   △ ２，８８４

  たな卸資産の増加額  △   ３９８ △   ６２１   △   ６５４

  その他資産の増減額  △    ３２ １７３   △     ２

  仕入債務の増加額  １，０３４ ２１０   １，９４２

  未払消費税等の増減額  △     ５ １１７   △   １４６

  役員賞与の支払額  △    ４８ △    ５３   △    ４８

  その他負債の増加額  ２４２ ３５   １２０

  その他の増加額  ２ ９   ８

     小  計  １，０５６ １，８５６   ４，０９４

  利息及び配当金の受取額  ９６ １２５   １５５

  利息の支払額  △    ３７ △    ５１   △    ８２

  法人税等の支払額  △   ７１２ △   ７６６   △ １，３６６

営業活動によるキャッシュ・フロー  ４０３ １，１６３   ２，８０１

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロ－      

  有形固定資産の取得による支出  △ １，０５６ △ １，４９２   △ ３，８１２

  無形固定資産の取得による支出  △   １４７ △   １５２   △   ４２５

  投資有価証券の取得による支出  △   ２２６ △ １，８５０   △ １，００４

  その他の取得による支出  △     ８ △     ２   △    １１

  その他の売却による収入  １１ ９   ８７

  非連結子会社株式の取得による支出  △   １４３ ―   △   １４３

  貸付けによる支出  △     １ △    １５   △    ３２

  貸付金の回収による収入  ７ ２１   ２６

  投資活動によるキャッシュ・フロ－  △１，５６４ △ ３，４８１   △ ５，３１６

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロ－       

  短期借入れによる収入  １，９８０ ４，９８０   １，９８０

  短期借入金の返済による支出  △  ８８０ △ ２，１８０   △   ８８０

  長期借入れによる収入  １，６００ ３，９４０   ２，５００

  長期借入金の返済による支出  △  ８４６ △ １，４８５   △ １，３１６

  社債の償還による支出  ― △  １，０００   ―

  株式の発行による収入  ２３ １３   ３７

  自己株式の売却による収入  ０ ０   １

  自己株式の取得による支出  △    ４ △    １２   △     ９

  配当金の支払額  △  ３７７ △   ３２５   △   ７０２

財務活動によるキャッシュ・フロ－  １，４９５ ３，９３０   １，６１０

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額  △    ３ ２０   ２８

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額  ３２９ １，６３３   △   ８７６

Ⅵ現金及び現金同等物期首残高  ４，４３４ ３，５５７   ４，４３４

Ⅶ新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加  ― ０   ―

Ⅷ現金及び現金同等物中間期末(期末)残高  ４，７６４ ５，１９２   ３，５５７
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（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の数     ３社 

ダイソーケミカル株式会社、ダイソーエンジニアリング株式会社、株式会社ジェイ・エム・アー

ル 

（２）非連結子会社の数   ５社 

ＤＳウェルフーズ株式会社、DAISO Fine Chem USA,Inc.、大曹化工貿易（上海）有限公司、台灣

大曹化工股份有限公司、他１社 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社５社の総資産、売上高・中間純損益および利益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも僅少であり、かつ、全体としても重要性がないため、中間連結財務諸表に重要な影響を

およぼしていません。なお、株式会社ジェイ･エム･アールについては、重要性が増したため、当

中間連結会計期間から連結の範囲に含めています。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法を適用した関連会社数     １社 

        会社の名称           岡山化成株式会社 

（２）持分法を適用しない非連結子会社のうち主要な会社の名称 

      ＤＳウェルフーズ株式会社 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ中間純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しています。 

   

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しています。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券・・・時価のあるものは、中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）で、時価のないものは、移動平均法による原価法  

（２）たな卸資産の評価基準および評価方法 

親会社は主に総平均法による低価法 

子会社は主に先入先出法による原価法 

（３）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産・・親会社は、機械装置のうち無機関係設備及び一部の有機関係設備は定額法、そ

の他の有機関係設備及び研究開発設備は定率法によっています。その他の有形

固定資産は定額法によっています。子会社は、主として定額法によっています。

なお、耐用年数については主として下記のとおりとなっています。 

建物：平均２４年 

機械装置：平均７年 

(会計方針の変更) 

        法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律 平成１９年３月３０日 法律第６号）

及び（法人税法施行令の一部を改正する政令 平成１９年３月３０日 政令第８３号））に伴い、

当中間連結会計期間より、平成１９年４月１日以降に取得したものについては、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更しています。 

        これに伴い、前中間連結会計期間と同一の方法によった場合と比べ、営業利益、経常利益およ

び税金等調整前中間純利益はそれぞれ１９百万円減少しています。 

  (追加情報) 

        法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成１９年３月３１日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法に基づく減価償却方法の適用により取得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計上しています。 

この結果、従来の方法に比べ、営業利益、経常利益および税金等調整前中間純利益はそれぞれ

１６０百万円減少しています。 
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    無形固定資産・・定額法によっています。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっています。 

 

（４）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金  

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。

過去勤務債務については、発生年度において一括償却しています。なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しています。 

役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間連結会計期間末要支給額を計上し

ています。 

（５）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

（６）重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 

為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っています。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：為替予約 

ヘッジ対象：外貨建金銭債権債務等 

ヘッジ方針 

為替相場の変動リスクを回避するためヘッジしています。 

ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約の締結時に外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれに振当しているた

め、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されているので中間決算日における

有効性の評価を省略しています。 

 

（７）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法は、税抜方式によっています。 

 

５．のれんの償却に関する事項 

 のれんは、20年以内で均等償却しています。 

 

６．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ケ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資です。  
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（６）中間連結財務諸表に関する注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

 

                    （前中間連結会計期間末) （当中間連結会計期間末） （前連結会計年度） 

１．有形固定資産減価償却累計額     ４２，６０６百万円  ４２，６３７百万円  ４２，５６２百万円 

２．非連結子会社及び関係会社に対するもの 

  投資有価証券（株式）          ７７２百万円       ７４４百万円      ７７３百万円 

３．担保資産              ３，０７１百万円    ２，７６１百万円     ２，９８８百万円 

４．中間連結会計期間末日満期手形の会計処理 

中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理して

います。 

なお、当中間連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日満期手形

が、中間連結会計期間末残高から除かれています。 

受取手形            1，１５３百万円    1，２０８百万円    1，２８１百万円 

支払手形             ２５７百万円      １４７百万円     ２９６百万円 

 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

 普通株式（千株） 108,788 261 － 109,049

（変動事由の概要） 

新株予約権の行使(新株予約権付社債の権利行使を含む)による新株の発行による増加    261千株 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

 普通株式（千株） 703 12 2 713

（変動事由の概要） 

単元未満株式の買取りによる増加                            12千株 

単元未満株式の買増請求による売渡による減少                       2千株 

 

３．新株予約権に関する事項 

会社名 内訳 目的となる株式の種類 当中間連結会計期間末残高

提出会社 ストック・オプションとしての新株予約権 普通株式 ２百万円 

 

４．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 378百万円 ３円50銭 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

 

 （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金 

の総額 

１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成18年11月21日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 325百万円 ３円00銭 平成18年９月30日 平成18年12月11日

 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

 普通株式（千株） 109,153 935 － 110,089

（変動事由の概要） 

新株予約権の行使(新株予約権付社債の権利行使を含む)による新株の発行による増加       935千株 
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２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

 普通株式（千株） 727 29 0 756

（変動事由の概要） 

単元未満株式の買取りによる増加                           29千株 

単元未満株式の買増請求による売渡による減少                      0千株 

 

３．新株予約権に関する事項 

会社名 内訳 目的となる株式の種類 当中間連結会計期間末残高

提出会社 ストック・オプションとしての新株予約権 普通株式 １８百万円 

 

４．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 325百万円 ３円00銭 平成19年３月31日 平成19年６月29日

 

 （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金 

の総額 

１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成19年11月15日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 327百万円 ３円00銭 平成19年９月30日 平成19年12月10日

 

 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

 普通株式（千株） 108,788 365 － 109,153

（変動事由の概要） 

新株予約権の行使(新株予約権付社債の権利行使を含む)による新株の発行による増加    365千株 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

 普通株式（千株） 703 26 2 727

（変動事由の概要） 

単元未満株式の買取りによる増加                            26千株 

単元未満株式の買増請求による売渡による減少                       2千株 

 

３．新株予約権に関する事項 

会社名 内訳 目的となる株式の種類 当連結会計期間末残高 

提出会社 ストック・オプションとしての新株予約権 普通株式 ８百万円 

 

４．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 378百万円 ３円50銭 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月21日 

取締役会 
普通株式 325百万円 ３円00銭 平成18年９月30日 平成18年12月11日
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 （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金 

の総額 

１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 325百万円 ３円00銭 平成19年３月31日 平成19年６月29日

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （前中間連結会計期間） （当中間連結会計期間） （前連結会計年度） 

現 金 及 び 預 金 勘 定 ３，９６４百万円 ５，１９２百万円 ３，８５７百万円

有 価 証 券 勘 定 １，０９９百万円 ２９９百万円 －百万円

 計   ５，０６４百万円 ５，４９２百万円 ３，８５７百万円

預入期間が３ケ月を越える定期預金 △  ３００百万円 △  ３００百万円 △  ３００百万円

現 金 及 び 現 金 同 等 物 ４，７６４百万円 ５，１９２百万円 ３，５５７百万円
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セグメント情報 
１．事業の種類別セグメント情報 

 

前中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日）            （単位：百万円） 

 基礎化学品 機能化学品 住宅設備ほか 計 消去又は全社 連 結 

売上高及び営業損益         
   売   上   高           
 （1）外部顧客に対する 

     売上高 
18,767 11,239 4,989 34,996      － 34,996

 （2）セグメント間の内部 

     売上高又は振替高 
－ － 621 621 （  621）       －

         計 18,767 11,239 5,610 35,617 （  621） 34,996

   営  業  費  用 17,988 10,046 5,592 33,627 （  290） 33,337

   営  業  利  益 778 1,193 18 1,990 （  331） 1,658

 

当中間連結会計期間（自 平成１９年４月１日 至 平成１９年９月３０日）            （単位：百万円） 

 基礎化学品 機能化学品 住宅設備ほか 計 消去又は全社 連 結 

売上高及び営業損益         
   売   上   高           
 （1）外部顧客に対する 

     売上高 
19,798 13,424 4,514 37,737      － 37,737

 （2）セグメント間の内部 

     売上高又は振替高 
－ － 740 740 （  740）       －

         計 19,798 13,424 5,254 38,477 （  740） 37,737

   営  業  費  用 18,557 12,217 5,238 36,013 （  345） 35,668

   営  業  利  益 1,240 1,207 15 2,463 （  394） 2,069

 

前連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日）             （単位：百万円） 

 基礎化学品 機能化学品 住宅設備ほか 計 消去又は全社 連 結 

売上高及び営業損益         
   売   上   高           
 （1）外部顧客に対する 

     売上高 
38,462 24,209 9,726 72,398      － 72,398

 （2）セグメント間の内部 

     売上高又は振替高 
－ － 1,334 1,334 （  1,334）       －

         計 38,462 24,209 11,061 73,732 （  1,334） 72,398

   営  業  費  用 36,225 22,150 11,023 69,398 （    611） 68,787

   営  業  利  益 2,237 2,058 37 4,333 （    723） 3,610

 

（注）１．事業区分は、当社グループの事業活動分野別とし、製品の汎用性および市場の類似性等を考慮し、区分しています。 

２．各事業の主な製品 

    （１）基礎化学品：かせいソーダ、塩酸、液化塩素、塩素ガス、次亜塩素酸ソーダ、亜塩素酸ソーダ、塩素酸ソーダ、かせいカリ、

水素ガス、エピクロルヒドリン、アリルクロライド、ジクロロプロペン、塗料原料、接着剤原料等 

    （２）機能化学品：アリルエーテル類、エピクロルヒドリンゴム、ダップ樹脂、省エネタイヤ用改質剤、液体クロマトグラフィー

用シリカゲル、光学活性体、医薬中間体、酸化イリジウム電極、レンズ材料、感光性樹脂等 

    （３）住宅設備ほか：ダップ加工材、住宅関連製品、化学薬品の輸送・貯蔵、化学プラント・環境保全設備建設等 
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３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間期が３４４百万円、前中間期が２８８百万円、

前期が６３２百万円であり、その主なものは、基礎研究開発等および管理部門の一部に係る費用です。 

 

 

 

２．所在地別セグメント情報 

 在外連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

３．海外売上高                                （単位：百万円） 

 前中間連結会計期間 
自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年4月 1日 
至 平成19年9月30日 

前連結会計年度 
自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日 

 アジア 欧州 その他 計 アジア 欧州 その他 計 アジア 欧州 その他 計 

１.海外売上高 2,238 1,667 884 4,791 2,920 1,849 1,228 5,998 5,091 3,522 1,799 10,412

２.連結売上高  34,996  37,737 72,398

３.連結売上高に

占める海外売上

高の割合 

6.4％ 4.8％ 2.5％ 13.7％ 7.7％ 4.9％ 3.3％ 15.9％ 7.0％ 4.9％ 2.5％ 14.4％

（注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

   ２．各区分に属する主な国または地域 

     （１）アジア   中国、台湾、韓国 

     （２）欧州    ドイツ、フランス、イギリス、スペイン 

     （３）その他   アメリカ、カナダ 

   ３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 
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有価証券関係 
１．時価のある有価証券                               （単位：百万円） 

区    分 
前中間連結会計期間末 
（平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年9月30日） 

前期連結会計年度末 
（平成19年3月31日） 

その他有価証券 取得原価 
中間連結
貸借対照
表計上額 

差 額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差 額 取得原価 
連結貸借
対照表計
上額 

差 額

株 式 4,490 11,474 6,983 7,225 12,957 5,732 5,292 12,611 7,319

計 4,490 11,474 6,983 7,225 12,957 5,732 5,292 12,611 7,319

 

２．時価評価されていない主な有価証券             （単位：百万円） 

 前中間連結会計期間末 
（平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年9月30日） 

前期連結会計年度末 
（平成19年3月31日） 

 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券    
非上場株式 ６７０ ６７０ ６７０

政府短期証券等 １，０９９ ２９９ ―

計 １，７７０ ９７０ ６７０
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１株当たり情報 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

    至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 301円39銭 １株当たり純資産額 308円75銭 １株当たり純資産額 310円03銭 

１株当たり中間純利益   8円40銭 １株当たり中間純利益 10円87銭 １株当たり当期純利益  18円23銭 

潜在株式調整後 潜在株式調整後 潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
  8円37銭 

１株当たり中間純利益
10円52銭 

１株当たり当期純利益
 18円10銭 

 

（注）算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額                            

項目 
前中間連結会計期間 

（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（平成19年３月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円）  ３２，６５３  ３３，７７４ ３３，６２３ 

普通株式に係る純資産（百万円）  ３２，６５１   ３３，７５６ ３３，６１５ 

差額の主な内訳    

 新株予約権（百万円）       ２      １８        ８ 

普通株式の発行済株式数（千株） １０９，０４９ １１０，０８９ １０９，１５３ 

普通株式の自己株数（千株）     ７１３     ７５６ ７２７ 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（千株） １０８，３３５ １０９，３３２ １０８，４２６ 

 

２．１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 （自 平成19年４月１日 （自 平成18年４月１日項目 

至 平成18年９月30日） 至 平成19年９月30日） 至 平成19年３月31日）

連結損益計算書上の中間（当期）純利益（百万円）     ９０９ １，１８４ １，９７４ 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円）     ９０９ １，１８４ １，９７４ 

普通株主に帰属しない金額（百万円）       ― ―     ― 

普通株式の期中平均株式数（千株） １０８，２１３ １０９，０１６ １０８，２８１ 

中間（当期）純利益調整額（百万円）       ― ―       － 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に用い

られた普通株式増加数の主要な内訳（千株） 

   

 新株予約権     ４９１ ５６３ ８１６ 

普通株式増加数（千株）     ４９１ ５６３ ８１６ 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に含まれなかった潜在株式数の概要 

      ― 

平成19年６月28日決議に基

づく新株予約権方式による

ストックオプション 

新株予約権  456個 

(普通株式  456,000株) 

  － 

 

リース取引、デリバティブ取引、ストック・オプション等に関する注記事項については、中間決算短信における

開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しています。 

 
重要な後発事象 
平成１９年１０月２３日開催の取締役会において、１３０％コールオプション条項付第４回無担保転換社債型
新株予約権付社債（期中償還請求権および転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）の発行を決議し、
本年１１月８日を払込期日として７０億円の資金調達を実施しました。その概要は下記のとおりです。 

 
１．社債の総額   ７０億円 
２．各社債の金額  金１００万円 
３．利率      本社債には利息を付さない 
４．払込金額    額面１００円に付き金１００円 
５．社債の発行価格 額面１００円に付き金１０２.５円 
６．償還期限    平成２４年９月３０日 
７．資金使途    設備資金、借入金返済および運転資金 
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５．中間個別財務諸表等 
（１）中間貸借対照表 

 

前中間会計期間末 

(平成18年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年9月30日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成19年3月31日) 
科          目 

金     額 構成比 金    額 構成比

比較 

増減 

金     額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

流  動  資  産 ２９，７４４ 49.0 ３３，５３８ 48.6 ３，７９４ ２９，４２８ 46.9

現 金 及 び 預 金 ３，５４６  ４，８０４  １，２５８ ３，５０８

受 取 手 形 ４，６８８  ４，７７６  ８８ ４，７２１

売 掛 金 １１，９７８  １２，７４９  ７７１ １２，０１１

有 価 証 券 １，０９９  ２９９  △ ８００ ―

た な 卸 資 産 ５，９２３  ６，６６５  ７４２ ６，０５４

繰 延 税 金 資 産 １，１０３ １，０２８  △  ７５ １，１３５

立 替 金 １，２１７ ３，１０４  １，８８７ １，６８４

そ の 他 １８８ １１２  △  ７６ ３１２

貸 倒 引 当 金 △       １ △       １  ― △   １

固  定  資  産 ３０，９９１ 51.0 ３５，５０６ 51.4 ４，５１５ ３３，３２６ 53.1

(有形固定資産) １５，５１０ 25.5 １８，６５４ 27.0 ３，１４４ １６，７６９ 26.7

建 物 ２，９０７  ４，１０６  １，１９９ ３，４４１

機 械 及 び 装 置   ７，８７３  ８，３１７  ４４４ ７，６６８

土 地 １，９４９  ２，０５０  １０１ １，９４９

そ の 他 ２，７７９  ４，１７９  １，４００ ３，７１０

(無形固定資産) ８３７ 1.4 ８３４ 1.2 △   ３ ８８４ 1.4

(投資その他の資産) １４，６４４ 24.1 １６，０１６ 23.2 １，３７２ １５，６７２ 25.0

投 資 有 価 証 券 １３，４８２  １４，９７５  １，４９３ １４，６１０

そ の 他 １，１６２  １，０４２  △ １２０ １，０６２

貸 倒 引 当 金 △      ０  △      ０  ― △   ０

資  産  合  計 ６０，７３５ 100.0 ６９，０４４ 100.0 ８，３０９ ６２，７５５ 100.0
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前中間会計期間末 

(平成18年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年9月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成19年3月31日)    科         目 

金   額 構成比 金   額 構成比 

比較 

増減 
金   額 構成比

 百万円   ％      百万円   ％   百万円     百万円    ％

流  動  負  債 １８，８６１ 31.1 ２５，４５９ 36.9 ６，５９８ １９，５０５ 31.1

支  払  手  形 ９５３  ５６２  △ ３９１ ７０４  

買    掛    金 ８，７３１  １１，４５２  ２，７２１ ９，７４４  

短 期 借 入 金 １，９８０  ４，７８０  ２，８００ １，９８０  
１年以内返済予定の 
長 期 借 入 金 

９１０  １，４１０  ５００ １，０１５  
１年以内償還予定の 
社 債 １，０００  ―  △１，０００ １，０００  
１年以内償還予定の 
新 株 予 約 権 付 社 債 ―  ９０４  ９０４ ―  

未 払 法 人 税 等 ７４９  ５９３  △ １５６ ８００  

そ    の    他 ４，５３７  ５，７５６  １，２１９ ４，２６０  

固  定  負  債 ９，７４２ 16.0 １０，４８７ 15.2 ７４５ １０，２５７ 16.3

社 債 １，５００  １，５００  ― １，５００  

新株予約権付社債 １，１８７  ―  △１,１８７ １，１７０  

長 期 借 入 金 ２，４６５  ４，８５０  ２，３８５ ２，７９０  

繰 延 税 金 負 債 １，８４３  １，４０７  △ ４３６ １，９８５  

退 職 給 付 引 当 金 ２，３４３  ２，３２８  △  １５ ２，３６０  

役員退職慰労引当金 ４０３  ４００   △    ３ ４５１  

負  債  合  計 ２８，６０４ 47.1 ３５，９４６ 52.1 ７，３４２ ２９，７６２ 47.4

株 主 資 本 ２８，０４５ 46.2 ２９，７２２ 43.0 １，６７７ ２８，７０４ 45.8

資 本 金 １０，４７３ 17.2 １０，６２８ 15.4 １５５ １０，４８８ 16.7

資 本 剰 余 金  ８，９８４ 14.8 ９，１４０ 13.2 １５６ ９，０００ 14.4

資本準備金  ８，９８４ ９，１３９ １５５ ９，０００ 

その他資本剰余金 ０ ０ ０ ０ 

利 益 剰 余 金 ８，７４３ 14.4 １０，１２６ 14.7 １，３８３ ９，３７６ 15.0

利 益 準 備 金 １，２０２ １，２０２ ― １，２０２ 

そ の 他 利 益 剰 余 金 ７，５４１ ８，９２４ １，３８３ ８，１７４ 

 固定資産圧縮積立金 ４０３ ４０３ ― ４０３ 

 別 途 積 立 金 ５，１１４ ５，１１４ ― ５，１１４ 

 繰 越 利 益 剰 余 金 ２，０２３ ３，４０５ １，３８２ ２，６５５ 

自  己  株  式 △  １５６ △ 0.2 △  １７３ △ 0.3 △   １７ △  １６１ △0.3

評価・換算差額等 ４，０８３ 6.7 ３，３５６ 4.9 △  ７２７ ４，２７９ 6.8

その他有価証券評価差額金 ４，０８３  ３，３５６  △  ７２７ ４，２７９ 

新株予約権 ２ 0.0 １８ 0.0 １６ ８ 0.0

純 資 産 合 計 ３２，１３１ 52.9 ３３，０９７ 47.9 ９６６ ３２，９９２ 52.6

負債純資産合計 ６０，７３５ 100.0 ６９，０４４ 100.0 ８，３０９ ６２，７５５ 100.0
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（２）中間損益計算書 

 

前中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
至  平成18年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年4月 1日 
至 平成19年9月30日) 

前会計年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年4月 1日 
 至 平成19年3月31日)

 

金    額 百分比 金    額 百分比

比較 
増減 

金    額 百分比

 百万円   ％      百万円   ％   百万円     百万円    ％

売 上 高 ２４，５６２ 100.0 ２６，１１３ 100.0 １，５５１ ５０，６２４ 100.0

売 上 原 価 １９，０９５ 77.7 ２０，１２６ 77.1 １，０３１ ３８，９３２ 76.9

売 上 総 利 益 ５，４６６ 22.3 ５，９８６ 22.9 ５２０ １１，６９１ 23.1

販売費及び一般管理費 ４，０３８ 16.5 ４，１３８ 15.8 １００ ８，５４６ 16.9

営 業 利 益 １，４２７ 5.8 １，８４８ 7.1 ４２１ ３，１４４ 6.2

営 業 外 収 益 １８４ 0.8 ２２４ 0.8 ４０ ３５０ 0.7

(受取利息・配当金) （ １２１）  （ １４７）  （  ２６） （ １８８）  
(その他の営業外収益) （  ６２）  （  ７７）  （  １５） （ １６２）  
営  業  外  費  用 ９７ 0.4 １０３ 0.4 ６ １８０ 0.4

( 支 払 利 息 ) （  ３０）  （  ５７）  （  ２７） （  ７０）  
(その他の営業外費用) （  ６６）  （  ４５）  （△ ２１） （ １０９）  
経 常 利 益 １，５１５ 6.2 １，９６９ 7.5 ４５４ ３，３１４ 6.5

特 別 損 失 ２４４ 1.0 １８８ 0.7 △  ５６ ５４０ 1.0

税引前中間(当期)純利益 １，２７０ 5.2 １，７８０ 6.8 ５１０ ２，７７３ 5.5

法人税、住民税及び 
事 業 税 

６４８ 2.6 ５３６ 2.1 △ １１２ １，２１９ 2.4

法 人 税 等 調 整 額 △  １８３ △0.7 １６９ 0.6 ３５２ △  ２０９ △0.4

中間(当期)純利益 ８０６ 3.3 １，０７５ 4.1 ２６９ １，７６３ 3.5
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（３）中間株主資本等変動計算書 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）            （単位：百万円） 

株主資本 

資本剰余金 項目 
資本金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年3月31日残高 10,435 8,947 ― 8,947

中間会計期間中の変動額  

新株の発行 37 37  37

剰余金の配当  

利益処分による役員賞与  

中間純利益  

自己株式の取得  

 自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
 

中間会計期間中の変動額合計 37 37 0 37

平成18年９月30日残高 10,473 8,984 0 8,984
 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金 項目 

利益準備金 固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金 

利益剰余金

合計 

自己 

株式 

株主資本

合計 

平成18年3月31日残高 1,202 403 5,114 1,643 8,363 △ 151 27,594

中間会計期間中の変動額  

新株の発行  75

利益処分による剰余金の配当 △ 378 △ 378 △ 378

利益処分による役員賞与 △  48 △  48 △  48

中間純利益 806 806 806

自己株式の取得  △  4 △   4

 自己株式の処分  0 0

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
 

中間会計期間中の変動額合計 ― ― ― 379 379 △  4 451

平成18年９月30日残高 1,202 403 5,114 2,023 8,743 △ 156 28,045
 

評価・換算差額等 

項目 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算差額等 

合計 

新株予約権 純資産合計 

平成18年3月31日残高 4,983 4,983 ― 32,577

中間会計期間中の変動額  

新株の発行  75

利益処分による剰余金の配当  △  378

利益処分による役員賞与  △   48

中間純利益  806

自己株式の取得  △   4

 自己株式の処分  0

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△  899 △  899 2 △  897

中間会計期間中の変動額合計 △  899 △  899 2 △  446

平成18年９月30日残高 4,083 4,083 2 32,131
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当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）            （単位：百万円） 

株主資本 

資本剰余金 項目 
資本金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年3月31日残高 10,488 9,000 0 9,000

中間会計期間中の変動額  

新株の発行 139 139  139

剰余金の配当  

中間純利益  

自己株式の取得  

 自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
 

中間会計期間中の変動額合計 139 139 0 139

平成19年９月30日残高 10,628 9,139 0 9,140
 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金 項目 

利益準備金 固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金 

利益剰余金

合計 

自己 

株式 

株主資本

合計 

平成19年3月31日残高 1,202 403 5,114 2,655 9,376 △ 161 28,704

中間会計期間中の変動額  

新株の発行  279

剰余金の配当 △  325 △  325 △  325

中間純利益 1,075 1,075 1,075

自己株式の取得  △  12 △   12

 自己株式の処分  0 0

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
 

中間会計期間中の変動額合計 ― ― ― 750 750 △  12 1,017

平成19年９月30日残高 1,202 403 5,114 3,405 10,126 △ 173 29,722
 

評価・換算差額等 

項目 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算差額等 

合計 

新株予約権 純資産合計 

平成19年3月31日残高 4,279 4,279 8 32,992

中間会計期間中の変動額  

新株の発行  279

剰余金の配当  △  325

中間純利益  1,075

自己株式の取得  △   12

 自己株式の処分  0

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△  922 △  922 9 △  912

中間会計期間中の変動額合計 △  922 △  922 9 105

平成19年９月30日残高 3,356 3,356 18 33,097
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）        

株主資本 

資本剰余金 項目 
資本金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年3月31日残高 10,435 8,947 － 8,947

事業年度中の変動額  

新株の発行 53 53  53

利益処分による剰余金の配当  

剰余金の配当  

利益処分による役員賞与  

当期純利益  

自己株式の取得  

 自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
 

事業年度中の変動額合計 53 53 0 53

平成19年３月31日残高 10,488 9,000 0 9,000
 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金 項目 

利益準備金 固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金 

利益剰余金

合計 

自己 

株式 

株主資本

合計 

平成18年3月31日残高 1,202 403 5,114 1,643 8,363 △ 151 27,594

事業年度中の変動額  

新株の発行  106

利益処分による剰余金の配当 △  378 △  378 △  378

剰余金の配当 △  325 △  325 △  325

利益処分による役員賞与 △  48 △  48 △   48

当期純利益 1,763 1,763 1,763

自己株式の取得  △  9 △    9

 自己株式の処分  0 1

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
 

事業年度中の変動額合計 － － － 1,012 1,012 △  9 1,110

平成19年３月31日残高 1,202 403 5,114 2,655 9,376 △ 161 28,704
 

評価・換算差額等 

項目 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算差額等 

合計 

新株予約権 純資産合計 

平成18年3月31日残高 4,983 4,983 － 32,577

事業年度中の変動額  

新株の発行  106

利益処分による剰余金の配当  △  378

剰余金の配当  △  325

利益処分による役員賞与  △    48

当期純利益  1,763

自己株式の取得  △    9

 自己株式の処分  1

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
△ 704 △ 704 8 △  695

事業年度中の変動額合計 △ 704 △ 704 8  414

平成19年３月31日残高 4,279 4,279 8 32,992
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（４）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価法 

 

その他有価証券・・・時価のあるものは、中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）で、

時価のないものは、移動平均法による原価法  

 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法 

製     品・・・総平均法による低価法 

仕  掛  品・・・総平均法による原価法 

原材料・貯蔵品・・・移動平均法による原価法 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産・・機械装置のうち無機関係設備及び一部の有機関係設備は定額法、その他の有機関係設

備及び研究開発設備は定率法によっています。その他の有形固定資産は定額法によっ

ています。なお、耐用年数については主として下記のとおりとなっています。 

建物：平均２４年 

機械装置：平均７年 

(会計方針の変更) 

法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律 平成１９年３月３０日 法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正する政令 平成１９年３月３０日 政令第８３号））に伴い、当中

間会計期間より、平成１９年４月１日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しています。 

これにより、営業利益、経常利益および税金等調整前中間純利益はそれぞれ１９百万円減少してい

ます。 

(追加情報) 

法人税法の改正に伴い、当中間会計期間より、平成１９年３月３１日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却方法の適用により取得価額の５％に到達した事業年度の翌

事業年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しています。 

この結果、従来の方法に比べ、営業利益、経常利益および税金等調整前中間純利益はそれぞれ１５

７百万円減少しています。 

 

  無形固定資産・・定額法によっています。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっています。 

 

４．引当金の計上基準 

    貸倒引当金  

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。過去勤務債務については、

発生年度において一括償却しています。なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（１５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しています。 

役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間会計期間末要支給額を計上しています。 

   

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の処理方法は、税抜方式によっています。 
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（５）中間個別財務諸表に関する注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

                     （前中間会計期間末)   （当中間会計期間末）   （前事業年度） 

１．有形固定資産減価償却累計額     ４１，９９２百万円  ４２，０５４百万円  ４１，９５３百万円 

２．担保資産              ３，０７１百万円     ２，７６１百万円    ２，９８８百万円 

３．偶発債務 

保証債務          １，８７０百万円    １，７８８百万円     １，７０５百万円 

 

４．中間会計期間末日満期手形の会計処理 

中間会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理していま

す。 

なお、当中間会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間会計期間末日満期手形が、中間

会計期間末残高から除かれています。 

受取手形           １，１５３百万円   １，２０８百万円  １，２８１百万円 

支払手形             ２５７百万円     １４７百万円    ２９６百万円 

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月1日 至 平成18年９月30日） 

１．自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

 普通株式（千株） 703 12 2 713

（変動事由の概要） 

単元未満株式の買取りによる増加                          12千株 

単元未満株式の買増請求による売渡による減少                     2千株 

 

当中間会計期間（自 平成19年４月1日 至 平成19年９月30日） 

１．自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

 普通株式（千株） 727 29 0 756

（変動事由の概要） 

単元未満株式の買取りによる増加                          29千株 

単元未満株式の買増請求による売渡による減少                     0千株 

 

前事業年度（自 平成18年４月1日 至 平成19年３月31日） 

１．自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

 普通株式（千株） 703 26 2 727

（変動事由の概要） 

単元未満株式の買取りによる増加                          26千株 

単元未満株式の買増請求による売渡による減少                     2千株 

 

 

 


